
 

1 

 

諮問日：令和３年７月１２日（令和３年度（情）諮問第６号） 

答申日：令和３年１１月２２日（令和３年度（情）答申第２４号） 

件 名：奈良地方裁判所において「決裁とは必ずしも決裁票を用いることを要しな

い」ことを定めている文書の開示判断に関する件（文書の特定） 

答   申   書 

第１ 委員会の結論 

別紙記載の文書（以下「本件開示申出文書」という。）の開示の申出に対し，

奈良地方裁判所長が，「平成２４年１２月６日付け最高裁秘書第003547号秘書

課長通達「下級裁判所における司法行政文書の管理の実施等について」」（以

下「本件対象文書」という。）を対象文書として特定し，これを開示した判断

（以下「原判断」という。）は，妥当である。 

第２ 事案の概要 

本件は，苦情申出人からの裁判所の保有する司法行政文書の開示に関する事

務の取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）記第２に定める開示の申出に対し，

奈良地方裁判所長が令和３年６月７日付けで原判断を行ったところ，取扱要綱

記第１１の１に定める苦情が申し出られ，取扱要綱記第１１の４に定める諮問

がされたものである。 

第３ 苦情申出人の主張の要旨 

特定年月日付けで奈良地方裁判所が開示した本件対象文書は，裁判所ホーム

ページ上で公開されている。文書のどこをどう読んでも，「決裁とは，必ずし

も決裁票を用いることを要するものではない」ことを定めている内容の記載は

ない。又根拠となる内容の記載もない。 

第４ 最高裁判所事務総長の説明の要旨 

本件開示申出を「決裁手続において，決裁票を用いることを要しないことを

定めている文書又は根拠となる文書」と整理した。 

なお，苦情申出人は「定めている文書」又は「根拠となる文書」の開示を求
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めていることから，原判断庁において規範として効力を有する文書が対象にな

ると考えられるところ，原判断庁は，探索の結果，本件対象文書を開示対象文

書として特定した。 

   本件対象文書には，決裁手続について定めた部分があるところ，当該部分に

おいては，決裁手続において決裁票を用いなければならないとはされていない

ことから，同文書は本件開示対象文書に該当するものと判断した。 

   また，そのほかにも本件開示申出に係る文書を探索したが，原判断庁におい

て該当する文書は存在しなかった。 

第５ 調査審議の経過 

当委員会は，本件諮問について，以下のとおり調査審議を行った。 

  ① 令和３年７月１２日   諮問の受理 

  ② 同日          最高裁判所事務総長から理由説明書を収受 

  ③ 同年１０月２２日    審議 

  ④ 同年１１月１６日    審議 

第６ 委員会の判断の理由 

１ 原判断庁は，本件開示申出を「決裁手続において，決裁票を用いることを要

しないことを定めている文書又は根拠となる文書」と整理した上で，原判断庁

において規範として効力を有する文書が対象になるとしているが，本件開示申

出書の記載を踏まえれば，本件開示申出について上記のとおり整理し，検討し

たことは合理的である。 

本件対象文書は，原判断庁において規範として効力を有する文書であり，決

裁手続について定めた部分があるが，当該部分においては，決裁手続において

決裁票を用いなければならないとはされていない。したがって，最高裁判所事

務総長の上記説明の内容が不合理とはいえない。そのほか，奈良地方裁判所に

おいて，本件対象文書のほかに本件開示申出文書に該当する文書を保有してい

ることをうかがわせる事情は認められない。 
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よって，奈良地方裁判所において，本件対象文書のほかに本件開示申出文書

に該当する文書を保有していないと認められる。 

２ 以上のとおり，原判断については，奈良地方裁判所において本件対象文書以

外に本件開示申出文書に該当する文書を保有していないと認められるから，妥

当であると判断した。 

          情報公開・個人情報保護審査委員会 

 

              委 員 長    髙  橋     滋 

 

              委   員    門  口  正  人 

 

              委   員    長  戸  雅  子 
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別紙 

奈良地方裁判所は，特定年月日付け最高裁判所事務総長宛「資料の取寄せについ

て（特定月日付け照会に対する回答）」において，「決裁とは，必ずしも決裁票を

用いることを要しない」と記述している。「決裁とは，必ずしも決裁票を用いるこ

とを要しない」ことを定めている文書又は根拠となる文書 


